様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2022年　4月　15日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）ふたばさんぎょう
                              　一般事業主の氏名又は名称 フタバ産業株式会社
（ふりがな）よしき　ひろよし
                         （法人の場合）代表者の氏名        吉貴　寛良  印
住所　〒444-8558　　
愛知県岡崎市橋目町字御茶屋１
法人番号　3180301001916　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2021～23年度中期経営方針
FUTABA統合レポート
2022年3月期第2四半期決算説明会資料

	公表日
	2021～23年度中期経営方針: 2021年5月19日
FUTABA 統合レポート: 2021年9月22日
2022年3月期第2四半期決算説明会資料: 2021年11月17日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページにて公開、
2021～23年度中期経営方針(P7,P8)
https://www.futabasangyo.com/assets/uploads/pdf/76fcd09af7e26c7732c7419a3c2574407f868939.pdf
FUTABA統合レポート(P19)
https://www.futabasangyo.com/assets/uploads/pdf/environmental_social_report_2021.pdf
2022年3月期第2四半期決算説明会資料(P39)
https://www.futabasangyo.com/assets/uploads/pdf/37f99c11ac17e221b6fa373da294719b0f5d00f0.pdf

	記載内容抜粋
	外部環境の変化として、デジタル社会の到来による環境変化への対応、CASEによるお客様のバリューチェーンの変化、環境（電動・燃料電池）⾞への期待加速などを環境変化としてとらえています。
外部環境を踏まえ、2021～2023年度中期経営姿勢ならびに中期経営方針を作成し、下記を公表
中期経営姿勢:
グローバルで経営・収益基盤をさらに充実させるとともに、デジタル化とモノづくりのイノベーションにリソーセスを投入し、強固で持続可能なグローバル企業を目指す
経営ビジョン:
■選ばれる会社、勝ち抜く会社に向けた強化
■真のグローバル企業への取り組み強化
■持続可能な企業基盤の強化
に取り組んでいくことを公開しています。

DXで目指す姿として「競争力を高め、全てのステークホルダーに対し魅力ある会社」を目指すこと、方向性として、「マーケティング・リサーチ、価値創造」「開発プロセスの革新」「生産プロセスの革新」を公表しています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た公表媒体に記載されている事項



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2021～23年度中期経営方針
FUTABA統合レポート
2022年3月期第2四半期決算説明会資料

	公表日
	2021～23年度中期経営方針: 2021年5月19日
FUTABA 統合レポート: 2021年9月22日
2022年3月期第2四半期決算説明会資料: 2021年11月17日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	2021～23年度中期経営方針(14)
https://www.futabasangyo.com/assets/uploads/pdf/76fcd09af7e26c7732c7419a3c2574407f868939.pdf
[bookmark: _GoBack]FUTABA統合レポート(P13,P22)
https://www.futabasangyo.com/assets/uploads/pdf/environmental_social_report_2021.pdf
2022年3月期第2四半期決算説明会資料(P40,P43,P44)
https://www.futabasangyo.com/assets/uploads/pdf/37f99c11ac17e221b6fa373da294719b0f5d00f0.pdf

	記載内容抜粋
	FUTABA統合レポート2021(P22)より、マーケティングリサーチ・価値創造の戦略として、ボデー部品商品の部品単位での設計・生産から、アッセンブリ単位での構造提案・生産へとビジネス領域の拡大。

2022年3月期第2四半期決算説明会資料 (P43)より、開発プロセス革新において、従来開発プロセス見直しとデジタル技術活用による開発リードタイムの短縮。

2022年3月期第2四半期決算説明会資料 (P44)より、生産プロセスの革新において、生産現場での自動化・無人化および生産プロセススルーでのデータ連携・活用を通じたスマートファクトリーの実現。工場の集中・遠隔管理を通じたVirtual One Factoryの実現
を公表しています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た公表媒体に記載されている事項



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	2021～23年度中期経営方針(P14)
https://www.futabasangyo.com/assets/uploads/pdf/76fcd09af7e26c7732c7419a3c2574407f868939.pdf
FUTABA統合レポート(P13)
https://www.futabasangyo.com/assets/uploads/pdf/environmental_social_report_2021.pdf

	記載内容抜粋
	2021年5月に、DXに取り組む専門組織として社長を筆頭とする「DX推進室」を立ち上げ。



2  最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	2022年3月期第2四半期決算説明会資料 (P40,P43,P44)

	記載内容抜粋
	2022年3月期第2四半期決算説明会資料 (P40,43,44)において、
マーケティング・リサーチ、価値創造では、ボデー系商品の新たなビジネスモデルの実現のための、解析能力やソフトの増強。
開発プロセス革新において、デジタルプラットフォームの構築。
生産IoTデータ連携のための統合プラットフォームの構築。
を公表しています。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2022年3月期第2四半期決算説明会資料

	公表日
	2022年3月期第2四半期決算説明会資料: 2021年11月17日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	2022年3月期第2四半期決算説明会資料(P40,P44)
https://www.futabasangyo.com/assets/uploads/pdf/37f99c11ac17e221b6fa373da294719b0f5d00f0.pdf

	記載内容抜粋
	マーケティング・リサーチ、価値創造では、ボデー系商品の新たなビジネスモデルの実現のため、2021年度比にて解析人員を7倍、設計人員を2倍、解析能力を21倍、解析ソフト数を3倍とする。
開発プロセスの革新では、開発リードタイムの短縮。
生産プロセス改革として、生産リードタイムと在庫MIN化、低付加価値作業の自動・無人化、可働率・直行率のMAX化。
を公表しています。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	FUTABA 統合レポート: 2021年 9月 22日

	発信方法
	ホームページによる情報公開
https://www.futabasangyo.com/assets/uploads/pdf/environmental_social_report_2021.pdf

	発信内容
	社長自らが「デジタル化とイノベーションで事業に変革を」について発信
発信内容：
トップがしっかりと推進していかなければならないという思いのもと、2021年5月に、DXに取り組む専門組織として社長を筆頭とする「DX推進室」を立ち上げました。「マーケティング・リサーチ、価値創造」「開発プロセス革新」「生産プロセス革新」の３つの観点について、部門・部署の壁を無くし、全社一括で考えていく取り組みを始めています



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年11月18日

	実施内容
	役員による自己診断による定期的な課題把握の実施。
（IPA自己診断結果入力サイトより入力済み。）



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2012年 5月頃　～　継続中

	実施内容
	オールトヨタセキュリティガイドライン(ATSG)に基づき、自社独自のセキュリティガイドラインを制定し、社内体制の整備・システム的な規制・ルールの周知・教育・点検などを行っています。

情報セキュリティ基本方針に基づき、セキュリティ監査（ITGC）として、運用評価と整備評価の二つを実施しています。毎年実施しており、外部監査法人が実施しています。

また、情報セキュリティ強化のため下記を活動を実施。(FUTABA 統合レポート(P50)より)
・メールシステムの強化とグループ導入による全体強化
・標的型メール攻撃訓練の実施
・e-ラーニングによるサイバーセキュリティ教育の実施
・バックアップサーバのデータセンター移転によるBCP対策
・CSIRT（初動対応チーム）組織によるインシデント対応強化



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

